
法人単位資金収支計算書

(単位:円)

勘定科目

社会福祉法人　若葉会

1 頁

予算(A) 差異(A)-(B) 備考

(至)令和02年03月31日(自)平成31年04月01日

決算(B)

第一号第一様式（第十七条第四項関係）

事業活動による収支

　収入

    介護保険事業収入 319,421,000 315,755,498 3,665,502
    経常経費寄附金収入 500,000 525,000 -25,000
    受取利息配当金収入 20,000 74,759 -54,759
    その他の収入 3,950,000 3,941,260 8,740
　事業活動収入計(1) 323,891,000 320,296,517 3,594,483
　支出

    人件費支出 248,530,000 235,381,432 13,148,568
    事業費支出 41,360,000 41,224,337 135,663
    事務費支出 18,930,000 18,788,146 141,854
    利用者負担軽減額 400,000 389,513 10,487
    その他の支出 3,910,000 3,882,000 28,000
　事業活動支出計(2) 313,130,000 299,665,428 13,464,572
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 10,761,000 20,631,089 -9,870,089
施設整備等による収支

　収入

　施設整備等収入計(4)

　支出

    固定資産取得支出 3,750,000 3,929,044 -179,044
　施設整備等支出計(5) 3,750,000 3,929,044 -179,044
施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) -3,750,000 -3,929,044 179,044
その他の活動による収支

　収入

    積立資産取崩収入 30,000 743,200 -713,200
　その他の活動収入計(7) 30,000 743,200 -713,200
　支出

    積立資産支出 1,320,000 1,403,600 -83,600
    その他の活動による支出 510,000 385,038 124,962
　その他の活動支出計(8) 1,830,000 1,788,638 41,362
その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) -1,800,000 -1,045,438 -754,562
予備費支出(10) －

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 5,211,000 15,656,607 -10,445,607

前期末支払資金残高(12) 825,579,147 -825,579,147
当期末支払資金残高(11)+(12) 5,211,000 841,235,754 -836,024,754



法人単位事業活動計算書

(自)平成31年04月01日 (単位:円)

勘定科目 増減(A)-(B)

社会福祉法人　若葉会

1 頁

当年度決算(A) 前年度決算(B)

(至)令和02年03月31日

第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

サービス活動増減の部

　収益

    介護保険事業収益 315,755,498 315,340,791 414,707
    経常経費寄附金収益 525,000 550,000 -25,000
    その他の収益 817,300 1,898,100 -1,080,800
　サービス活動収益計(1) 317,097,798 317,788,891 -691,093
　費用

    人件費 237,120,804 246,539,333 -9,418,529
    事業費 41,224,337 41,175,277 49,060
    事務費 18,790,346 16,919,215 1,871,131
    利用者負担軽減額 389,513 359,971 29,542
    減価償却費 21,680,235 25,252,470 -3,572,235
    国庫補助金等特別積立金取崩額 -6,108,718 -8,910,531 2,801,813
    その他の費用 177,900 375,100 -197,200
　サービス活動費用計(2) 313,274,417 321,710,835 -8,436,418
サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 3,823,381 -3,921,944 7,745,325
サービス活動外増減の部

　収益

    受取利息配当金収益 74,759 74,612 147
    その他のサービス活動外収益 3,864,960 3,994,121 -129,161
　サービス活動外収益計(4) 3,939,719 4,068,733 -129,014
　費用

    その他のサービス活動外費用 3,704,100 3,607,500 96,600
　サービス活動外費用計(5) 3,704,100 3,607,500 96,600
サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 235,619 461,233 -225,614
経常増減差額(7)=(3)+(6) 4,059,000 -3,460,711 7,519,711
特別増減の部

　収益

　特別収益計(8)

　費用

    固定資産売却損・処分損 19,723 152,007 -132,284
　特別費用計(9) 19,723 152,007 -132,284
特別増減差額(10)=(8)-(9) -19,723 -152,007 132,284
当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 4,039,277 -3,612,718 7,651,995
繰越活動増減差額の部

　前期繰越活動増減差額(12) 852,728,674 856,346,792 -3,618,118
　当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 856,767,951 852,734,074 4,033,877
  基本金取崩額(14)

  その他の積立金取崩額(15)

  その他の積立金積立額(16)

　次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 856,767,951 852,734,074 4,033,877



法人単位貸借対照表

令和02年03月31日現在 (単位:円)

勘定科目

社会福祉法人　若葉会

1 頁

前年度末 増　　減 勘定科目 前年度末 増　　減当年度末 当年度末

第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

資産の部 負債の部
838,210,189 -3,871,83719,230,11111,439,198流動資産 849,649,387 流動負債 15,358,274

790,707,221 -158,8947,569,50110,211,276現金預金 800,918,497 事業未払金 7,410,607

35,208 5,5135,513993現金 36,201 預り金 11,026

790,672,013 -4,058,6285,050,62810,210,283預金 800,882,296 職員預り金 992,000

47,206,097 340,1726,604,4691,298,117事業未収金 48,504,214 賞与引当金 6,944,641

47,206,097 660,40012,921,5001,298,117事業未収金 48,504,214 固定負債 13,581,900

296,871 660,40012,921,500-231,311立替金 65,560 退職給付引当金 13,581,900

660,40012,921,500128,346前払金 128,346 県互助会退職給付引当金 13,581,900

-3,211,43732,151,61132,770仮払金 32,770 負債の部合計 28,940,174

375,683,068 -16,725,476固定資産 358,957,592

236,415,477 -8,768,306基本財産 227,647,171 純資産の部
112,826,100 243,476,746土地 112,826,100 基本金 243,476,746

123,589,377 140,808,746-8,768,306建物 114,821,071 １号基本金 140,808,746

123,589,377 88,968,000-8,768,306建物 114,821,071 ２号基本金 88,968,000

139,267,591 13,700,000-7,957,170その他の固定資産 131,310,421 ３号基本金 13,700,000

17,000,000 -6,108,71876,030,826土地 17,000,000 国庫補助金等特別積立金 69,922,108

67,141,764 9,500,000-5,520,526建物 61,621,238 その他の積立金 9,500,000

64,150,164 9,500,000-5,098,426建物 59,051,738 施設・設備整備等積立金 9,500,000

2,991,600 4,033,877852,734,074-422,100建物附属設備 2,569,500 次期繰越活動増減差額 856,767,951

9,479,592 7,651,995-3,612,718-466,085構築物 9,013,507 （うち当期活動増減差額） 4,039,277

6,184,066 -2,074,8411,181,741,646-322,639車輌運搬具 5,861,427 純資産の部合計 1,179,666,805

14,863,032 -2,103,375器具及び備品 12,759,657

237,312 113,400権利 350,712

1,820,545 -583,603ソフトウェア 1,236,942

12,921,500 660,400退職給付引当資産 13,581,900

12,921,500 660,400県互助会退職預け金 13,581,900

9,500,000施設・設備整備等積立資産 9,500,000

119,780 -119,780差入保証金
385,038長期前払費用 385,038

1,213,893,257 -5,286,2781,213,893,257-5,286,278資産の部合計 1,208,606,979 負債及び純資産の部合計 1,208,606,979



別紙  1

社会福祉法人 若葉会

1.継続事業の前提に関する注記
該当なし

2.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価の有るもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
・ 建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品、ソフトウェアの減価償却方法は、

平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に
取得したものについては定額法によっている。

（3）引当金の計上基準
・ 賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
・ 退職給付引当金

社会福祉法人広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に基づき、当期末における
社会福祉法人広島県社会福祉協議会への法人負担の掛金累計額を計上している。

3.重要な会計方針の変更
該当なし

4.法人で採用する退職給付制度
当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度及び、独立行政法人
勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度と、社会福祉法人広島県社会福祉
協議会が実施する退職金共済制度に加入している。

5.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類　（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（2）事業区分別内訳表　（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表　（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、1拠点のため作成していない。
（4）公益事業における拠点区分別内訳表　（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5）収益事業における拠点区分別内訳表　（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（6）拠点区分計算書類　（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（7）拠点区分におけるサービス区分の内容

・ 宣山荘拠点　（社会福祉事業）
・ 本部（若葉会）
・ 特別養護老人ホーム宣山荘
・ 宣山荘短期入所生活介護事業所
・ 宣山荘デイサービスセンター
・ 宣山荘居宅介護支援事業所

（８）拠点区分資金収支明細書　（別紙3 ⑩）　及び拠点区分事業活動明細書　（別紙3 ⑪）

6.基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

112,826,100 0 112,826,100

合計 245,183,783 0 8,768,306 236,415,477
123,589,3778,768,3060132,357,683

計算書類に対する注記（法人全体用）

土地
当期末残高当期増加額前期末残高基本財産の種類

建物

当期減少額



7.会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

8.担保に供している資産
該当なし

9.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

10.債権額、徴収不能引当金当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

11.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12.関連当事者との取引の内容
該当なし

13.重要な偶発債務
該当なし

14.重要な後発事象
該当なし

15.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか
　　にするために必要な事項
　（1）会計処理上の見積方法の変更

該当なし
　（2）新たに採用した会計処理に関する事項

該当なし
　（3）勘定科目の内容について特に説明を要する事項

該当なし
　（4）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項

該当なし

以上

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

149,889,231

112,826,100112,826,100
123,589,377
17,000,000

土地　（基本財産）
建物　（基本財産）
土地　

18,469,754
23,491,174
93,514,402

67,141,764

268,325,623

82,747,467

391,915,000
17,000,000

8,990,162
17,307,108
78,651,370
8,234,050

9,479,592
建物　

14,863,032
1,820,545

構築物
車輌運搬具 6,184,066

10,054,595
合計 817,160,256 464,255,780 352,904,476

器具及び備品
ソフトウェア
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平成２９年度～平成３８年度 社会福祉法人若葉会 社会福祉充実計画 

 

 

１．基本的事項 
 

法人名 社会福祉法人 若葉会 法人番号 ６２４０００５００７９２８ 

法人代表者氏名 若林 勲 

法人の主たる所在地 広島県福山市駅家町大字大橋 1036 番地 3 

連絡先 ０８４－９７６－５８８８ 

地域住民その他の関係

者への意見聴取年月日 
 

公認会計士、税理士等

の意見聴取年月日 
平成２９年５月２５日 

評議員会の承認年月日 平成２９年６月１８日 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

(平成 28 年

度末現在） 

１か年度目 

(平成 29 年

度末現在） 

２か年度 

(平成 30 年

度末現在） 

３か年 

(平成 31 年

度末現在） 

４か年度目

(平成 32 年

度末現在） 

５か年度目

(平成 33 年

度末現在） 

小計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

380,930 

千円 

376,930 

千円 

372,930 

千円 

368,930 

千円 

364,930 

千円 

360,930 

千円 
 

360,930 

千円 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千

円） 

 
▲4,000 

千円 

▲4,000 

千円 

▲4,000 

千円 

▲4,000 

千円 

▲4,000 

千円 

▲20,000 

千円 
 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（単位：千円） 

 

６か年度目 

(平成 34 年

度末現在） 

７か年度目 

(平成 35 年

度末現在） 

８か年度目 

(平成 36 年

度末現在） 

９か年度目

(平成 37 年

度末現在） 

10 か年度

目(平成 38

年度末現

在） 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

 

 

356,930 

千円 

352,930 

千円 

303,930 

千円 

296,690 

千円 

254,890 

千円 
 

254,890 

千円 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千

円） 

 
▲4,000 

千円 

▲4,000 

千円 

▲49,000 

千円 

▲7,240 

千円 

▲41,800 

千円 

▲126,040 

千円 
 

本計画の対象期間  平成２９年８月１日～平成３９年３月３１日 
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２．事業計画 
 

実施時

期 
事業名 事業種別 

既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

２か年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

３か年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

４か年 

度目 
職員育成事業  既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 
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新たな人材確

保事業 
 既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

５か年 

度目 

職員育成事業  既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 
 既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社等に費用を払い、人材確保

を図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

中計 20,000千円 

実施時

期 
事業名 事業種別 

既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

６か年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

７か年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

小計 4,000 千円 

８か年 

度目 
職員育成事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習
無 2,500 千円 
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の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

施設の建替整

備事業 

社会福祉

事業 
新規 

特別養護老人ホーム宣山荘の建物の

建替を整備する。（用地取得） 
有 45,000千円 

小計 49,000千円 

９か年

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社に費用を払い、人材確保を

図る。 

無 1,500 千円 

施設の建替整

備事業 

社会福祉

事業 
新規 

特別養護老人ホーム宣山荘の建物の

建替を整備する。（造成設計） 
有 3,240 千円 

小計 7,240 千円 

１０か

年 

度目 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

当法人の職員の資質向上を図るた

め、全国団体等が実施する研修・講習

の受講費用を助成する。また、未経験

者・未資格者が介護福祉士の資格取

得するための費用を助成する。 

無 2,500 千円 

新たな人材確

保事業 

社会福祉

事業 
既存 

当法人のサービスの質の向上のため

の新たな人材の雇入れのため、人材

紹介会社等に費用を払い、人材確保

を図る。 

無 1,500 千円 

施設の建替整

備事業 

社会福祉

事業 
新規 

特別養護老人ホーム宣山荘の建物の

建替を整備する。（造成工事） 
有 37,800千円 

小計 41,800千円 

中計 106,040 千円 

合計 126,040 千円 

 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 
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３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 
 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事

業（小規模事業） 

重度利用者の増加を踏まえ、職員の資質向上を図る必要性があるため、職員の資格

取得を支援し、また、人材確保の取り組みも行い、より質の高い介護・看護・福祉

サービス等の提供を実施していく。また、施設の建替時期に近づいており、施設の

建替整備を行っていく。 

② 地域公益事業 ①の取組を実施する結果、残額は生じないため、実施はしない。 

③ ①及び②以外の公益事業 ①の取組を実施する結果、残額は生じないため、実施はしない。 

 

 

 

４．資金計画 
 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 小計 

職員育成

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 

12,500 

千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 

12,500 

千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

事業名 事業費内訳 ６か年度目 ７か年度目 ８か年度目 ９か年度目 10 か年度目 合計 

職員育成

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 

25,000 

千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円 

25,000 

千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       
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事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 小計 

新たな人

材確保事

業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 7,500 千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 7,500 千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

事業名 事業費内訳 ６か年度目 ７か年度目 ８か年度目 ９か年度目 10 か年度目 合計 

新たな人

材確保事

業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 15,000 千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 1,500 千円 15,000 千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 

 

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 小計 

施設の 

建替整備 

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
千円 千円 千円 千円 千円 千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
      

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

事業名 事業費内訳 ６か年度目 ７か年度目 ８か年度目 ９か年度目 10 か年度目 合計 

施設の 

建替整備

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
千円 千円 45,000 千円 3,240 千円 37,800 千円 86,040 千円 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
  45,000 千円 3,240 千円 37,800 千円 86,040 千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       
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※ 本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 

 

 

５．事業の詳細 
 

事業名 職員育成事業 

主な対象者 当法人に在籍の職員 

想定される対象者数 ５２０人 

事業の実施地域 ― 

事業の実施時期 平成２９年８月１日～平成３９年３月３１日 

事業内容 

当法人の職員の資質向上を図るため、全国団体等が実施する研修・講習の受講費用

を助成する。また、未経験者・未資格者が介護福祉士の資格取得するための費用を

助成する。 

 

 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

2 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

3 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

4 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

5 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

6 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

7 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

8 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

9 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

10 か年度目 職員 52 人（未経験者・未資格者 2 名含む）を対象に費用助成。 

事業費積算 

（概算） 

4 万円×職員 50 人（単年度）×10 か年＝2,000 万円 

25 万円×職員 2 人（未経験者・未資格者、単年度）×10 か年＝500 万円 

                          計 2,500 万円 
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合計 25,000 千円（うち社会福祉充実残額充当額 25,000 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

 

 

事業名 新たな人材確保事業 

主な対象者 当法人に採用・雇用する職員 

想定される対象者数 30 人 

事業の実施地域 ― 

事業の実施時期 平成２９年８月１日～平成３９年３月３１日 

事業内容 

当法人のサービスの質の向上のための新たな人材の雇入れや退職職員の補充のた

め、人材紹介会社等に費用を払い、人材確保を図り、職員研修プログラムの拡充な

どを行っていく。 

 

 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

2 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

3 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

4 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

5 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

6 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

7 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

8 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

9 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 



9 
 

10 か年度目 採用・雇用する職員 3 人 

事業費積算 

（概算） 

50 万円×採用・雇用する職員 3 人（単年度）×10 か年＝1,500 万円 

 

 

合計 15,000 千円（うち社会福祉充実残額充当額 15,000 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

 

 

事業名 施設の建替整備事業 

主な対象者 地域の高齢者 

想定される対象者数 特養定員 50 名、ショートステイ定員 10 名、デイサービス定員 30 名 

事業の実施地域 福山市駅家町大字大橋 

事業の実施時期 平成３６年４月１日～平成３９年３月３１日 

事業内容 

特別養護老人ホーム宣山荘の建物建替を整備する。 

 

 

事業の実施スケジュール 

6 か年度目  

7 か年度目  

8 か年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替を整備する。（用地取得） 

9 か年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替を整備する。（造成設計） 

10 か年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替を整備する。（造成工事） 

事業費積算 

（概算） 

 8 か年度目 建替整備事業 （用地取得）   4,500 万円 

9 か年度目 建替整備事業 （造成設計）   324 万円 

10 か年度目 建替整備事業 （造成工事）   3,780 万円 

                   計  8,604 万円 

合計 86,040 千円（うち社会福祉充実残額充当額 86,040 千円） 
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地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

 

 

 

６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由  
 

 当法人の施設は平成２年７月に開設しており、５か年の期間後に、既存建物の建替整備を行っていく計画であり、

５か年の期間内に全額を活用することは困難であり、合理的ではないため。 

なお、10 ヵ年度までは、造成工事迄で、11 ヵ年度目以降の事業終了までの計画は次のとおりである。 

 11 ヵ年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替整備 （基本設計） 事業費   2,488,320 円 

 12 ヵ年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替整備 （実施設計） 事業費  11,197,440 円 

 13 ヵ年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替整備 （建設設計） 事業費  11,197,440 円 

 14 ヵ年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替整備 （建物工事・設備整備） 

事業費  845,238,800 円 

 15 ヵ年度目 特別養護老人ホーム宣山荘の建替整備 （既設建物解体・駐車場整備） 

 事業費   62,316,000 円 

                           建替に関る総事業費 1,018,478,000 円 

                          （8 ｶ年度～15 ｶ年度合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 


